
       

農協営農指導事業の収支と
他事業への波及効果

　
　
　
１ 昨年（2001年）の農協法改正により，営農指導事業は農協が行える事業の第一番目に位置
付けられ，農協の営農指導事業に対する期待が高まっている。

２．しかし，営農指導事業は収支的には赤字であり，金融事業の黒字が減少している現在，
縮小せざるを得ないという意見もある。

３．一方，営農指導事業は他事業への波及効果をもち，それを正当に評価すれば，かならず
しも営農指導事業は赤字とはいえないという研究結果もある。

４．営農指導事業の実態を知るために２つの農協を事例として検討した。その事業の細目を
見ると，営農指導事業の約半分が「行政対応」に割かれていることがわかった。これは本
来の営農指導事業とは異なるもので，営農指導事業の会計上の「赤字」は実際よりかなり
誇張されているといえる。

５．営農指導事業の独立採算化のために賦課金の引上げについてその可能性を探った。その
結果は，賦課金引上げは困難であるというものであった。無理に賦課金を引き上げると，
農家が農協から離反していく可能性も指摘された。

６．一方，組合員には農協の営農指導事業に対する強いニーズが存在する。全国調査でも，
「営農指導事業は赤字でも充実してほしい」という意見が圧倒的に多いという結果がでて
いる。

７．また，営農指導があることによって農家が農協を利用し，信用・共済なども利益をあげ
られているという営農指導事業の波及効果が関係者から指摘された。

８．営農指導事業による他事業への波及効果の事例として農業貸出との関係を見てみた。そ
れによると，営農指導員が農家を巡回したときに農家がローンのことを営農指導員に相談
し，それが融資につながるなど，営農指導事業による農業貸出事業へのプラスの貢献が見
られた。また，営農指導員に蓄積された農家の情報が，農業貸出の審査に利用されている。

９．営農指導事業の課題としては，広域合併後も充実した営農指導体制を維持・構築するこ
と，コスト意識をもって適正レベルの営農指導を行うこと，営農指導員の技術水準を高め
ること，そして他事業への波及効果を高めるような体制づくりがあげられよう。

．

〔要　　　旨〕
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　昨年（2001年）６月の農協法の改正によっ

て，営農指導事業は農協が行うことができ

る第一の事業として位置付けられた。これ

は農協が営農指導事業を最も力を入れるべ

き事業として行うことを義務づけたことを

意味するわけではない。しかし，これまで

以上に農協が営農指導事業に力を入れるべ

きだという期待の表れであることは確かで

あろう。

　農協が営農指導事業に十分な力を入れて

いないという外部の批判や，営農指導事業

にもっと力を入れて欲しいという組合員の

要望は以前から存在し，今回の法改正はそ

の批判や要望に応える形となっているが，

営農指導事業が農協の経営に与える影響を

考えれば，この法改正が農協にとって持つ

意味は大きい。

　営農指導事業が農協経営に与える影響に

ついては，２つの相反する考え方がある。

その１つは，藤谷築次氏のように営農指導

事業は他の収益事業（経済・金融事業）を支

える「基盤事業」であり，営農指導機能の

発揮は他部門の事業が成功するための不可

欠の条件であると，農協経営における営農

指導事業の役割を積極的に認める見方であ

る。
（注1）

　

　もう1つの見方は，三輪昌男氏に代表され

るように
（注2）
，現在の営農指導事業は無償また

はごくわずかの負担を受益者である農業者

に求めるだけの赤字事業のため，右肩上が

りの時代が去って営農指導事業の赤字を埋

め合わせてきた金融事業の黒字が減少して

いる現在，営農指導事業は縮小せざるを得

ない，という議論である。

　歴史的に見れば，現在の農協の前身であ

る戦前の産業組合は営農指導事業を行って

おらず，それを行っていた帝国農会そして

産業組合と帝国農会が合併してできた農業

会の事業を農協が引き継ぐ形でこの事業は

始まったという経緯がある
（注3）

。したがって，

それだけを考えれば，農協が営農指導事業
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を行わなければならない，しかも第一の事

業として行うという必然性は見当たらな

い。一方，戦後の農協と戦前の産業組合と

の間には断絶があり，農協法がその目的を

「農業者の協同組合の発達を促進すること

により，農業生産力の増進および農業者の

経済的社会的地位の向上を図」
（注4）
ることにし

ていること，また農協の出資者（所有者）で

ある組合員の営農指導事業への要望も高い

ことから，農業生産力の増進を図るための

営農指導への取組みは農協にとって自然な

帰結ともとれるのである。

　しかし，いずれにせよ農協が民間の経済

組織である以上，経営的に自立しなければ

ならないことは明らかである。したがっ

て，営農指導事業も，農協経営への負担あ

るいは貢献の程度によりおのずからその活

動は制約を受けることは間違いない。農協

経営の自立・発展の桎梏とならない範囲の

なかで，営農指導事業の伸展を図るために

は，営農指導事業が農協経営にとってどの

程度の負担になっているのか，あるいは他

部門への波及効果も含めてどの程度貢献し

ているのかを明らかにする必要があろう。

　本稿では，農協の営農指導事業の実態を

把握し，その経営への負担度と特に農業貸

出への波及効果という側面から経営への貢

献度を明らかにしていきたい。それによっ

て，営農指導事業を農協経営のなかでどの

ように位置付けるべきか，という問題を考

える上で１つの材料を提供するというのが

本稿の目的である。

　そこで，次の第２節では，営農指導事業

の大まかな収支分析を行った上で，営農指

導事業の他部門への波及効果に関する既存

の研究結果を紹介し，営農指導事業の経営

効果の一般的把握を行う。そして第３節で

は，事例として栃木県 農協および福岡県

農協の営農指導事業の実態を検討し，他

事業，特に農業融資事業へどの程度波及効

果を持っているのかを検討する。第４節

は，まとめと課題で，農協経営の自立性を

損なうことなく営農指導事業を効果的に展

開するためにはどのような条件が必要かを

論じたい。

　（注1）　藤谷築次「営農指導事業の位置付けと成立
条件をめぐって」『地域農業と農協』第31巻第3
号，2002年3月，56-59頁参照。

　（注2）　三輪昌男『農協改革の逆流と大道』農山漁村
文化協会，2001年，110-117頁。

　（注3）　木原久「農協と地域農業振興」『農林金融』
2001年4月号，6頁。

　（注4）　農業協同組合法，第１条。

　

　

　

　

　本節では，営農指導事業が農協経営に

とってどの程度の負担となっているのか，

あるいは貢献しているかを検討するが，そ

の前に営農指導員はそもそもどのような仕

事をしているのか，およびその人員構成，

そして収支構造について概要を整理してみ

よう。

　（1）　営農指導事業の概要

　ａ．営農指導事業の具体的内容

　営農指導とは，「組合員の営農と地域農業
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２．農協の営農指導事業

　　の収支分析　　　　



       

の推進を指導し，その改善を図」る事業で

あり，全国農業協同組合中央会（全中）発行

の教科書によれば，具体的には次のような

多岐にわたる事業である
（注5）
。

　①組合員の営農に関する技術および経営

の改善向上をはかるための教育指導を行う。

　②地域農業振興計画を立てるとともに，

それに即応した個々の農家の営農設計を指

導する。

　③主要な生産手段である土地条件を集団

的に整備する。

　④適地適作による大量生産体制をつくり

産地化を形成する。

　⑤地域資源の有効利活用と複合経営の推

進を助言指導する。

　⑥品質統一のため優良品種の導入，栽培・

飼育基準などを統一するとともに，生産資

材の共同購入，営農資金の導入などを営農

設計に沿って計画的に指導する。

　⑦規格統一のための共同選別，共同検査

をすすめる。

　⑧生産者を作物ごとに組織化して栽培・

飼育についての技術・知識を

交換し，組合員の営農技術と

経営者能力を高める。

　⑨農業後継者の育成をは

じめ農業・農村の担い手を育

成確保する。

　⑩快適なわがむら・まち

づくりの策定など豊かな村

づくりの援助指導をする。

　⑪組織活動を助長して

リーダーを育成し，協同意識

を醸成して 運動を発展させる。

　（注5）　全国農業協同組合中央会（全中）『JA教科書
　営農指導事業』平成6年，9-10頁。

　

　ｂ．営農指導員の配置

　次に，以上のような事業を担う営農指導

員の１組合当たりの人数や業種別人数など

を見てみよう。第１表が示すように，営農

指導員はほぼ一貫して農協職員の６～７％

を占めており，90年ごろまで増加を続けた

後，減少に転じている。2000年現在の全国

の営農指導員数は16,216人で，１組合当た

り平均11.4人いる。営農指導員がいない農

協は60事業年度には40％もあった。その比

率は農協合併の進展とともに減少したが，

現在でも8.7％の農協には営農指導員が置

かれていない。営農指導員１人当たりの正

組合員数は平均で324人である。

　（2）　営農指導事業の収支構造

　営農指導の収入は，営農指導事業のため

に組合員から徴収する賦課金と，補助金，
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出典　木原久「農協と地域農業振興」『農林金融』，2001年４月号９頁をもとに作
成。原データは，農林水産省『総合農協統計表』

第1表　営農指導員の設置状況
 （単位　組合，人，％）

調査組合数

1960
事業年度 70 80

10,769 5,996 4,488

90 2000

3,591 1,424

営農指導員数 9,696 15,512 18,661 18,938 16,216

１組合当たり 0.9 2.6 4.2 5.3 11.4

未設置組合比率 40.1 25.5 17.7 11.8 8.7

営農指導員１人当
たりの正組合員数 596 380 302 293 324

職員数に対する営
農指導員の割合 6.7 6.3 6.5 6.4 6.0



       

そして実費収入からなる。第２表は生活指

導事業も含めた指導事業全体の収支状況を

みたものであるが，収入のなかで現在最も

多いのは補助金で，現在事業収益の半分以

上（57％）を占めている。組合員が払う賦課

金は事業収益のわずか21％を占めるにすぎ

ない。

　加えて，こうした収入だけでは，事業直

接費と事業管理費（うちほとんどは人件費）

からなる指導事業費用をまかなうことは全

くできない。過半が人件費からなる指導事

業の費用は１組合当たり平均2.1億円であ

り，同4,300万円の事業収益のおよそ５倍に

も達する。その差額およそ1.7億円は信用事

業や共済事業など他部門からの補填により

埋め合わされている構造となっている。

　指導事業の収支はこのように大幅な赤字

であり，営農指導事業などをやめて，農協

事業を信用・共済・経済事業などに限定す

べきだとする農協「経営純化論」の根拠と

なっている。

　（3）　他部門への影響から見た営農指導

　　　　事業の合理性

　しかし他方では，営農指導事業や生活指

導事業も，経済，信用，共済など他事業へ

のプラスの影響や波及効果を考慮すれば，

その存在価値はあるとする考えもある。営

農指導は農協経営全体の基盤であるという

営農指導機軸論である
（注6）
。こうした考えに立

てば，指導事業の収支が赤字であること

は，それが農協経営にとってマイナスな不

採算事業であることを必ずしも意味せず，

むしろ活発な指導事業によって農協事業全

体が発展する基盤的投資としての位置付け

がされることになる。

　そこでここでは，こうした見解を裏付け

る２つの研究を簡単に紹介しよう。

　ａ．神門善久氏による「農協営農指導事業の

　　　間接的経営効果」の測定
（注7）

　営農指導事業は赤字であり農協経営にマ

イナスの影響を与えているように見えるこ

とに対し，神門氏は「営農指導事業の存在

は，信用，共済，購買販売，加工，倉庫，

利用事業に間接的な貢献をしているはずで

ある。これらを評価すれば，営農指導事業

は決して赤字部門とはならないのではない

か？」という仮説をたて，その妥当性を実

証的に検証した。

　まず，神門氏は営農指導事業が農協の経

営に与える影響を第１図のようにフロー

チャート化した。そしてこれによって営農

指導事業が農業生産，農業所得の増加を通

じて農協の各種事業に対する需要の増大
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第2表　農協の指導事業の収支状況
　　　　　（1農協当たり，平成11事業年度）

 （単位　千円，％）

収
益
　
　

指
導
事
業

総平均 割合

8,952
24,449
9,522

20.9
57.0
22.2

賦課金
補助金
実費収入

費
用
　
　

指
導
事
業

84,609
125,942

40.2
59.8

指導事業直接費
指導事業管理費

111,407 52.9うち人件費

210,551 100.0合計（B）

△167,628 ‐収益差額（A－B）

資料　農林水産省・全中『農業協同組合経営分析調査報
告書』（平成11事業年度）

（注）　指導事業には営農指導事業だけでなく，生活指導
事業も含まれる。

42,923 100.0合計（A）



       

（効果 ）と，農家についての情報集積や信

用，共済，経済の他事業の兼務を通じて農

協の各種事業における経費削減（効果 ）を

計量的に計測し，その仮説を証明しようと

したのである。

　神門氏の推計結果によると，第一の結論

は，営農指導事業の農業生産への貢献は，

営農指導事業の費用を大幅に上回る，とい

うものである。その結果，効果 の大きさ自

体は計測できないものの，農業生産増大へ

の貢献の大きさから，効果 は無視できな

い大きさだと推察できる。つまり，農業生

産増大への貢献を通じて営農指導事業は農

協の経営に貢献していると結論できる。神

門推計の第二の結論は，指導事業と金融事

業の間には強い「範囲の経済」が認められ，

指導事業が指導事業以外の事業の費用を節

減する効果（効果 ）を評価すれば，指導事

業はむしろ黒字部門である，というも

のである。この推計によれば，農協が

もし指導事業をやめるなら，むしろ農

協の事業利益は2,630万円減少（1988

年のデータ利用）してしまう。このよう

に，「営農指導事業は農協経営にとっ

て決して不採算部門ではない」という

のが，神門氏の最終的な結論である。

　

　ｂ．松本,北川氏による「営農指導事業

　　　の実施効果に関する計量分析」
（注8）

　松本，北川氏は神門氏の研究が，「営

農指導事業が他事業にプラスの影響

を与えている可能性を示した点は評

価できる」としながらも実際には営農

指導事業が他事業へ及ぼす影響（効果 ）を

計測していないことを指摘し，営農指導事

業が農協の他事業へ及ぼす影響を，正準相

関分析と正準回帰分析という手法によって

計測した。

　両氏の推計から導かれる第一の結論は，

営農指導員は農産物の販売高の増大に確実

に寄与していることである。そして第二の

結論は，営農指導事業支出は，生産資材購

買，販売事業という営農面において事業量

を増加させるだけでなく，信用，共済の金

融事業にも影響を与えていることである。

このことから，「営農指導事業の展開，特に

組合員農家の経営指導に力を注ぐことは，

組合員の組織力を高め，信用事業を中心と

した生活面の事業量をも改善していく一手

段になり得る」というのである。

　（注6）　（注5）に同じ，7頁。
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第1図　営農指導事業の経営効果に関するフローチャート

出典　神門善久「農協営農指導事業の経営効果の実証的検討」147頁
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　（注7）　神門善久「農協営農指導事業の経営効果の
実証的検討」亀谷　，小池恒男，小松泰信，神門
善久『農協営農指導事業と経営効果測定につい
て』全中，1991年，147-158頁。

　（注8）　松本浩一・北川太一「農協における営農指
導事業の実施効果に関する計量分析」『地域農林
経済学会大会報告論文集第5号』（『農林業問題研
究』別冊）1997年3月，97-101頁。

　

　

　

　

　次に本節では，２つの農協を事例とし

て，実際の農協の営農指導事業はいかなる

ものであるかを見ながら，営農指導事業が

他事業，特に農業融資にどのような波及効

果を持つのかを検討してみたい。

　（1）　２つの農協の概要

　営農指導事業について検討する前に，ま

ず事例となる２つの農協の概略についてご

く簡単に整理しておこう。事例農協の１つ

は栃木県の 農協で，地方中核都市の近郊

農村を基盤としている。もう１つは福岡県

の 農協で，管内に２つの小さな地方都市

を抱えるものの，中山間地域を多く抱える

農村地帯にある。両農協とも，数年前に合

併した広域農協である。

　２つの農協の概況は第３表に示したとお

りである。 農協は 農協に比べ，正，准合

わせた組合員数，職員数，総資金，貯金残

高など規模を示す主要な指標においておよ

そ２倍の規模の農協である。それを念頭に

おいてそれぞれの農協の特徴を列挙するな

ら，以下のようになろう。まず， 農協は組

合員数に占める准組合員の比率が低く（19.3

％），逆に 農協は准組合員率が48.5％と非

常に高い。これは， 農協管内には２つの地

方都市がある（ 農協管内には１つだけ）た

め非農業者の住民比率が高いことも要因と

して考えられるが，それぞれの農協による

組合員拡大にむけた取組みの違いのほう

が，より大きな要因であろうと推測される。

　営農指導事業との関係で特徴的な両者の

違いは，農産物販売額において顕著に見ら

れる。農産物販売額（取扱額）は 農協が124

億円， 農協が303億円で，正組合員１人当

たりではそれぞれ114万円と221万円で，

農協のそれは 農協のほぼ２倍の額にな

る。これは， 農協管内の農地面積が 農

協管内の農家のそれよりも大きいからでは

ない。農地面積は 農協管内では8,696 で

あり， 農協管内の農地14,338 より大分

少ないのである。実際，農家１戸当たりの
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資料　総代会資料等
（注）　貸出金残高の「うち農業貸出」は，*は平成14年６月

末，**は14年７月末の値。

第3表　A農協，B農協の概況（平成13年度）
 （単位　人，千円）

正組合員数
准組合員数

栃木県A農協 福島県B農協

10,928
2,616

13,723
12,937

職員数 500 1,167

うち営農指導員 40.7 52

組合員数合計 13,544 26,660

貯金残高
貸出金残高

98,242,758
32,859,955

178,682,033
46,579,504

うち農業貸出 5,807,618* 10,552,306**

総資産 110,293,952 205,560,008

農産物販売額（取扱額） 12,413,446 30,279,327

うち米
　　野菜
　　果樹
　　畜産物

6,997,834
1,030,870
982,610
1,030,768

1,947,037
9,692,564
7,317,572
647,560

経常利益 123,156 842,169

３．事例から見る営農指導事業の

　　実態と他事業への波及効果　



       

農地面積は 農協管内では0.97 であり，

農協管内の1.92 の半分しかない
（注9）

。農家

１戸当たり農地面積の小さな 農協管内の

農協が，より多くの農産物販売額をあげら

れるのは， 農協管内の農業が 農協管内

の農業のそれに比べて高度化しているから

である。それは，両者の農産物販売額の構

成によく表れている。すなわち， 農協では

米が販売額の56.4％を占めており，野菜，

果実，畜産物はそれぞれ8.3％，7.9％，8.3％

にすぎない。一方， 農協では米は販売額の

6.4％しか占めておらず，野菜が32.0％，果

実が24.2％を占めているのである（畜産物

は2.1％と少ない）。このように， 農協管内

は米を中心とした農業地域であるのに対

し， 農協管内はいちご，電照菊，茶，みか

んといった野菜や果樹を中心とした農業地

帯であることがわかる。こうした両農協の

農業状況の違いは，農協の農業貸出にも現

れている。正組合員１人当たりの農業貸出

残高は，米作地帯の 農協が53万円なのに

対し，施設園芸が盛んな 農協では農家１

戸当たりの農地面積が少ないにもかかわら

ず，77万円と高くなっている。

　両農協管内の農業状況の違いは，平野部

で稲作に優位性がある 農協と中山間地帯

が多く畑や果樹に優位性がある 農協とい

う地形的な要因によるところもあると考え

られるが，農業に深く農協がかかわってい

ることを考えれば， 農協管内の高度な農

業は農協営農指導事業の成果ということも

できよう。換言すれば，正組合員１人当た

りの農産物販売額の違いは，農協による農

業振興への取組みの違いによるところが大

きいのである。

　（注9）　農業センサス（2000年）から計算。

　

　（2）　営農指導員の配置と収支構造

　ａ．営農指導員の配置

　次に，このような農業育成に深くかか

わっている営農指導員の状況はどうであろ

うか。営農指導員の数は， 農協では40.7

名， 農協では52名である。 農協では正組

合員269人に１人の割合， 農協では正組合

員264人に１人の割合でほぼ同じだが，これ

は全国平均の324人に比べるとやや営農指

導員の密度が高い。また， 農協の営農指導

員数は職員の8.1％を占め全国平均の6.0％

（2000年）より若干多く，農協の営農指導員

は職員の4.5％で，全国平均より若干少な

い。技術が平準化している米作地帯にあっ

て営農指導員の必要性が比較的小さいと思

われる 農協の方が，より高度な農業を展

開している 農協よりも職員に占める営農

指導員の割合が高いというのはやや意外な

結果である。

　ｂ．営農指導事業の収支構造

　続いて，両農協における営農指導事業の

収支状況を見てみよう。残念ながら手持ち

の総代会資料からは，営農指導事業に限定

した収支状況はわからず，生活指導も含め

た指導事業全体についての収支状況しかわ

からない。ただ，生活指導員の数は営農指

導員に比べて一般にかなり少ないことを考

えれば，指導事業全体の収支状況は営農指
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導の収支状況をかなり反映していると見て

も良いだろう。両農協の指導事業収支状況

を示したのが，第４表である。この表から

分かるように，両農協とも指導事業は賦課

金，指導補助金，実費収入からなる事業収

入が少ないために収支は赤字で， 農協で

は事業利益で3.8億円， 農協では7.0億円

の赤字となっている。これは，全国平均の

1.7億円（1999年度）
（注10）

と比べると，かなり高

くなっているが，その理由は主に両農協の

規模が全国平均に比べて大きいからであろ

う。また「営農型 」を自認して営農事業

に力を入れている 農協は，特に赤字幅が

大きくなっている。ちなみに，信用事業の

事業利益は 農協では4.0億円， 農協では

6.2億円の黒字で，指導事業の赤字分をほぼ

信用事業の黒字で埋め合わせる形となって

いる。 農協， 農協のこうした営農指導事

業の収支状況は，営農指導事業の赤字を主

に信用事業や共済事業の黒字で埋めるとい

う農協経営の一般的あり方と同じである。

　（注10）　農林水産省・全中「農業協同組合経営分析
調査報告書（平成11事業年度）」平成13年3月，80
頁。

　（3）　営農指導事業の仕事の内容と

　　　　賦課金問題

　ａ．営農指導事業の内容

　このように赤字を生む営農指導事業は，

農協経営にとって不可欠な事業だろうか。

それとも，赤字である以上なくなっても仕

方がない事業だろうか。それは，具体的に

営農指導員がどのような仕事をしているの

かをみることにより，ある程度明らかにな

るだろう。

　第５表は， 農協における営農指導の職

務の内容と人員の割り振り状況を示したも

のである。営農指導員としてこの表では42.2

人が示されているが，そのうち実に約半分

の20.2人が「行政対応」という範疇に分類

される職務である。それらは，営農企画，

行政対応，生産調整，補助事業であるが，

なかでも営農企画と補助事業に割かれる人

員の割合が大きい。

　一方，技術指導，経営指導といった本来

の営農指導事業に携わっているのはわずか

12.8人しかいない。このなかでは，個別農
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第4表　指導事業損益（平成13年度）
 （単位　千円）

事業収益
（賦課金，指導補助金，実質収入）①

A農協 B農協

26,208 180,405

事業費用 ②
（営農改善費，生活文化費，農政情
　報費，組織活動費）

118,544 350,306

事業総利益（①－②） ③ △92,336 △169,901

事業管理費（人件費等） ④ 291,610 529,721

事業利益（③－④） △383,946 △699,622

資料　総代会資料

第5表　営農指導員の職務内容別従事状況
（A農協）

 （単位　人）

行
政
対
応

従事人数

5.9
4.4
4.0
5.9

20.2
営農企画
行政対応
生産調整
補助事業

資料　A農協資料
（注）　平成14年度の総代会資料では，営農指導員数は

40.7人となっている。

営
農
指
導

5.8
1.6
4.5
0.9

12.8
戸別技術指導
戸別経営指導
集団技術指導
集団経営指導

9.0
0.2

部会事務局
農用地利用

42.2合　　計



       

家への技術指導と作物ごとの生産部会等を

通した集団技術指導が中心で，経営指導は

比較的少ない。

　また，無視できない人員が割かれている

のが作物ごとの生産部会の事務局で，9.0人

もの人員が割かれている。

　以上，営農指導員の職務内容別の従事状

況を 農協を事例としてみたが，それが意

味するのは，実態として営農指導員の仕事

のおよそ半分が，行政対応という本来の営

農指導事業以外の仕事に割かれていること

である。これは，現在の農協経営にとって

いわば避けられない基本的なコストであ

り，その費用は例えば営農指導に対する対

価である賦課金として農家の負担に頼るべ

き性格のものではない。つまり，営農指導

事業の「赤字」の半分はこうした不可避の

行政対応のコストであり，営農指導事業の

「赤字」は本来の赤字額よりもかなり水増し

されていると考えなければならないだろ

う。行政対応が営農指導事業としてくくら

れている以上，営農指導事業の赤字は当然

の結果であり，それを無視した事業別独立

採算の考えは，営農指導事業には妥当でな

いのである。

　ｂ．賦課金の引上げは可能か

　しかし，それでは本来の営農指導である

技術指導や経営指導，あるいは生産部会事

務局の事務についてはどうであろうか。こ

れらの事業に対しては明らかな受益者たる

農家がいるのだから，その分の経費を農家

は賦課金として払ってもいいのではないだ

ろうか。

　現在 農協では農家から賦課金を徴収し

ておらず，また 農協も賦課金は１正組合

員戸数当たりわずか1,000円，耕作面積割田

畑10 当たり250円，生産部会割1部会員当

たり2,000円という低い水準にとどまって

いる。「この賦課金を引き上げることは可能

か？」という問いに対する営農指導員の返

事は， 農協においても 農協においても

完全に否定的なものであった。 農協での

聞き取りによると，大規模農家は技術水準

がすでに営農指導員より高い人も多く，今

のままの指導で賦課金をとることには反対

だし，小規模な兼業農家のなかには出荷も

していない人も多いため，「賦課金をとられ

るくらいなら，農協と縁を切りたい」農家

も多いということである。 農協でも，「す

でに賦課金はもらっており，それを引き上

げるなら農家は反対するだろう」と，引上

げの困難性を指摘する。本来業務において

も営農指導事業の赤字は避けがたく，その

埋め合わせは当然信用や共済といった金融

事業などでされるべきだというのである。

　（4）　営農指導事業に対する組合員の

　　　　ニーズと他事業への影響

　営農指導事業の赤字を他事業の利益で埋

め合わせるのは当然だという主張の背景に

は，営農指導事業に対する組合員の強い

ニーズと，営農指導事業自体は赤字でもそ

れは信用，共済などの他事業に強いプラス

の波及効果を持つという考えがある。
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　ａ．営農指導事業に対する組合員のニーズ

　まず，営農指導事業に対し組合員の強い

ニーズが存在することを 農協の資料から

見てみよう。 農協では，正組合員の10％程

度（比較的大規模な農家中心）を対象として

営農指導に関するアンケートを行った。回

答数は669名，回答率は65％であった。ま

ず，「 の営農指導に満足していますか」と

いう問いに対しては，「満足している」が

22％，「どちらともいえない」が60％，「不

満」が18％となっている。また，「満足」「不

満足」と答えた人にその理由を尋ねると，

「満足」と答えた理由は，「個々の農家の営

農状況を把握しており，適切なアドバイス

をしてもらえるから」（35％），「親身になっ

て相談に乗ってくれるから」（23％）等と

なっている（第６表）。組合員が営農指導に

満足を感じるのは，農協が営農指導を適切

に行っている場合である。

　一方，営農指導に不満と答えた人の理由

は，第一に「自宅や圃場等への巡回指導が

ほとんどなく，日ごろのつながりが少な

い」（35％）であった。圃場をもっとよく回

り，密着した指導をして欲しいとの組合員

の強い要望がここから読み取れよう。

　実際，営農指導担当者に対する要望を聞

いた質問に対しては（複数回答），過半数の

答えが，「もっと農家・圃場を回るべき」と

いうものであった（第７表）。このように，

農家のなかには営農指導員が農家をもっと

頻繁に巡回して適切な指導することに対す

る強いニーズがあるといえるのである。ま

た，営農指導に期待することとしては，「生

産技術指導」が最も多く（59％），「農産物の

販売強化」（47％），「新技術・新品目の普

及」（33％）が続く（第８表）。

　営農指導事業に対し，このように組合員

の強いニーズがあることは，農協が組合員

のためのものである以上，無視することが
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第7表　営農指導担当者に対する要望事項
（複数回答）

 （単位　組合，％）

１

回答数 割合

363 54もっと農家・圃場を回るべき

２ 254 38地区営農生活センター窓口での
営農相談対応を充実すべき

３ 278 42高度な技術を身につけるべき

４ 148 22農家の税務・経営に関する知
識・相談対応を強化すべき

５ 229 34生産資材情報をもっと提供すべ
き

９ 7 1その他

回答計 669 -

資料　第6表に同じ

６ 283 42販売・消費動向等の情報提供を
もっと行うべき

７ 68 10生産部会事務局をしっかりやる
べき

８ 84 13パソコン等OA機器の操作方法
の指導を強化すべき

第6表　営農指導に「満足」と答えた理由
 （単位　組合，％）

１

回答数 割合

57 35
個々の農家の営農状況を把握し
ており，適切なアドバイスをし
てもらえる

２ 24 15自宅や圃場を良く巡回し指導し
てくれるから

３ 24 15満足の行く農産物販売をしてく
れるから

４ 37 23親身になって相談に乗ってくれ
るから

５ 19 12農業関連情報をよく提供してく
れるから

６ 2 1その他

回答計 163 100

資料　A農協「JAの営農指導に関するアンケート調査の結
果報告について」（回収は2001年7～10月）



       

できないものである。信用事業や共済事業

などが生む収益を出資配当や利用高配当と

いう形で組合員に還元するか，内部留保と

いう形で将来の投資のために備えるか，あ

るいは営農指導事業の充実という形で組合

員に還元するかは，組合員の意思にゆだね

られている問題と言ってもよい。そして営

農指導への組合員の強いニーズは，組合員

が農協収益の活用方法として営農指導サー

ビスによる還元を求めていると取れるから

である。

　ｂ．営農指導事業による農協組織力の強化

　営農指導事業の赤字はやむを得ないとい

う主張のもう１つの根拠となっているの

は，営農指導事業が他事業にプラスの影響

を生むという論理である。営農事業の波及

効果がそのコストを上回っている可能性

は，すでに本稿の第２節で見たとおりであ

るが，それが事実なら，確かに営農指導事

業の赤字そのものは問題ではない。むし

ろ，営農指導事業に力を入れてその収支の

赤字が大きいほど他部門への波及効果が大

きく，全体の経営への貢献も大きいという

論理さえ成り立つのである。

　ここでは， 農協および 農協での聞き

取りから，両農協が営農指導事業の他事業

への波及効果をどう考えているのか見てい

こう。

　 農協での聞き取りによると，「営農指導

員は指導を通して組合員と義理人情の関係

をつくる。それがなかったら，他部門でも

組合員は農協を利用しないだろう。」と力説

する（営農部営農企画課 課長）。また営農指

導に携わる他の職員 氏も，「現在，農協の

肥料販売シェアは約５割だが，指導事業が

あるから５割のシェアで止まっている」

と，営農指導事業が組合員を農協に引き止

めておく効果を指摘する。米価低迷のなか

で，農家は農業資材が少しでも安い民間業

者に購入先を移しており，農家と農協を結

ぶ営農指導事業がなければ農家の農協離れ

がさらに加速し，経済事業は大きな打撃を

受けるはずだ，というのである。やはり営

農指導に携わる 氏も，営農指導により農

協の農産物の取扱量が増え，それが貯金増

加につながると，営農指導員が営農指導事

業を通じて他の事業にも貢献していること

を指摘する。

　 農協の場合，その主張はより明確であ

る。 農協は全国有数の農産物販売額を誇

り，「営農型 」として強く自負している。
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第8表　営農指導への「期待」（複数回答）
 （単位　組合，％）

１

回答数 割合

396 59生産技術指導

２ 223 33新技術・新品目の普及

３ 95 14青色申告や経営診断等の経営指
導

４ 73 11担い手の育成

５ 83 12後継者の育成

13 8 1その他

回答計 669 ‐

６ 57 9農作業受委託あっせん

７ 30 4農地の賃貸借調整

８ 155 23生産部会活動の強化

９ 176 26産地育成の強化

10 314 47農産物の販売強化

11 167 25栽培作物の各種情報

12 36 5雇用労働力の調整

資料　第6表に同じ



       

農協の 地区センターで営農販売事業に

携わる 氏は，「営農指導があるから農産物

が１年中出荷され，販売されている。販売

事業や貯金もこれによって保たれている。

農協で貯金額が順調に伸びているのは営

農事業があるからだ。」と自信を示す。農業

振興課長の 氏も，「営農指導は農協組織の

育成コスト」と，営農指導事業が農協組織

を強化しそれが農協の経営を成り立たせて

いることを強調する。

　実際，筆者がインタビューした 農協組

合員でいちご生産農家の 氏と 氏は，農

薬・肥料は100％農協に依存し，農機具など

も８，９割は農協頼みだとし，「技術指導，

販売すべて農協に頼りきり」だという。営

農指導事業を通して農協が農家を丸ごと抱

え，それが信用や共済を含めた農協のすべ

ての事業を支えてきた構造がここに見て取

れよう。

　

　ｃ．営農指導事業と農業金融

　営農指導事業の以上の効果は，組合員の

組織力を強め農協の全般的利用率を高める

ことによる貢献であった。そこで，次に営

農指導がその事業そのものを通じて他事業

の費用を引き下げ経営に貢献する側面を，

農業貸出と営農指導事業の関係を例に見て

みよう。

　営農指導員がその活動を通じて農業貸出

に貢献するのは，主に２つの方法によって

である。１つは，農家が日ごろ接触してい

る顔見知りの営農指導員に農機具購入やハ

ウス施設の建設等について相談し，農協で

何か良いローンはないかと聞く場合であ

る。このような時，営農指導員は農家の相

談を信用部につなぎ，話を受けた信用部が

その用件を引き継ぐことになる。 農協，

農協の信用部での聞き取りによると，農業

貸出のうちこうした営農指導員を介してな

される申し込みは， 農協の場合１割くら

い，信用部が積極的に農業貸出を推進しな

い 農協
（注11）

では３分の１くらいになるという

のである。 農協の農業貸出担当者 氏に

よると，ハウスなど農業施設関連の融資申

込みは営農指導員を通じてなされることが

多く，「営農指導員が農家と金融の橋渡しを

している」と指摘する。営農指導員の農業

貸出におけるこのような役割は，組合員に

農業融資に関する情報を提供すると同時

に，本来なら農業融資担当者が行う推進活

動の一部肩代わりをすることで，農業融資

担当の費用削減に貢献しているということ

ができよう。

　営農指導員が農業貸出に貢献する第二の

方法は，組合員について信用部が必要とす

る情報を提供することである。例えば，農

家が農協から制度資金を借りるとき，収支

計画を出さなければならないが，これには

青色申告の決算書が活用される。そして農

家の青色申告書づくりは，営農指導（経営指

導）の一環として行われているのである。営

農指導員が農家の農業経営等について持つ

情報は，このように本来他部門がかけるべ

き情報収集コストを節減するという側面が

あるのである。
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　（注11）　B農協があえて積極的に農業貸出の推進を
行わないのは，農業生産が不安定ななかで，農家
に不必要な借金を負わせるべきではない，との考
えからだという。

　

　

　

　以上，営農指導事業が他事業へ波及効果

を持つという視点から，一般に収支的には

赤字である営農指導事業の存在理由につい

て検討を行ってきた。それによると，営農

指導事業収支が赤字だということは必ずし

もそれが農協経営の足を引っ張っているこ

とにはならず，むしろ営農指導事業が活発

であるほど（赤字幅が大きいほど）他事業へ

の波及効果を通じて農協経営を健全化して

いるという可能性もあることが結論として

いえるだろう。

　その根拠をまとめるなら，以下のように

なろう。第一に，いわゆる営農指導事業に

分類される職務のなかには，かなりの割合

で生産調整や補助事業といった「行政対

応」が含まれているが，これらは職務の性

格上組合員から見返りとして賦課金等を取

れるものではなく，赤字とならざるを得な

い。農協にとってはいわば基本的なコスト

であり，こうしたコストを多く含む営農指

導事業が赤字だからといって，技術指導や

経営指導といった本来の営農指導事業を縮

小あるいは廃止すべきだという根拠には

まったくならないのである。

　第二に，本来の営農指導事業が農協の組

織力を強化する効果，および農業生産増大

や他事業への情報提供をつうじてもたらさ

れる波及効果は無視できないものがある。

これらの波及効果の大きさが営農指導事業

のコストを上回る可能性についてはすでに

紹介したような実証的な研究もある。その

結果が示すように，波及効果が非常に大き

いとすれば，赤字部分の合理化による営農

指導事業の縮小・廃止は，農協経営の健全化

ではなくむしろ悪化をもたらすことになろう。

　第三に，組合員の間には営農指導事業に

対する強いニーズが存在する。全国調査に

よっても，組合員の間に存する営農指導へ

の強いニーズが見て取れる（第９表）。特

に，「営農指導は赤字であってもサービスと

して充実して欲しい」，という組合員の強い

声は，農協が協同組合組織である以上無視

できない。農協収支が全体として赤字なら

ともかく，黒字であるならその剰余の分配

方法は基本的に組合員の判断にゆだねられ

るべきものであるからである。

　最後に，営農指導事業の課題について指

摘し，本稿を閉じたい。
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４．むすびにかえて

第9表　営農指導事業の収支改善に関する
組合員等の考え　　　　　

 （単位　人，％）

１

人数 比率

521 13
いま以上に経費がかかるような
らば，営農指導の充実は不要で
ある

２ 593 15営農指導を利用する人の負担
で，営農指導を充実してほしい

３ 424 11農家組合員全員の負担で，営農
指導を充実してほしい

４ 1,599 40
営農指導はサービスとして行う
べきであり，赤字であっても充
実してほしい

５ 878 22わからない

合　計 4,015 100

資料　全中「JAのあり方に関するアンケート調査集計」平
成11年１月



       

　第一に，広域合併が営農指導事業の質に

与える影響である。 農協， 農協ともに数

年前に合併した広域農協であり，営農指導

員が以前のように組合員を頻繁に訪れ，指

導できなくなってきたことが問題点として

指摘された。これは組合員の農業技術水準

への影響とともに，農協の結集力の弱体化

という点でもその影響が注目されるところ

である。広域合併後も充実した営農指導事

業体制を維持・構築することが農協が抱え

る第一の課題といえよう。

　第二に，他事業への波及効果を考えれば

営農指導事業が赤字となるのは必ずしも農

協にとって悪いこととはいえないにして

も，農協が経営体である以上，やはり営農

指導事業のコスト意識は重要である。営農

指導事業の細目ごとに，他事業への波及効

果も考慮に入れた費用対効果の分析を行

い，それにもとづいた適正レベルの営農指

導事業が行われるべきであろう。

　第三に，組合員による営農指導員の技術

指導力に対するニーズは次第に高度化して

いるが， 農協のみならず「営農型 」を

誇る 農協もそれに十分対応できていると

はいえない状況である。農業環境の変化に

遅れないような営農指導員の技術水準の向

上が第三の課題といえそうである。農業改

良普及員との密接な連係なども重要であろ

う。

　そして第四に，営農指導事業の他事業へ

の波及効果には，まだ改善の余地がありそ

うである。例えば，事例として見た 農協に

しても 農協にしても縦割り組織の弊害ゆ

えか，営農指導事業と農業金融の連携は必

ずしも十分ではないといえそうである。営

農指導事業がその存在価値を高めるために

は，他事業への波及効果を最大化するよう

な体制づくりが必要となるのではないだろ

うか。

（副主任研究員　須田敏彦・すだとしひこ）
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